
１．成果⽬標

（1）福祉施設の⼊所者の地域⽣活への移⾏
　　○　福祉施設からの地域移⾏者数（R4年度末基準時（R5年度）からの累計）
　　　　　R6年度末実績139⼈（R8年度末⽬標318⼈）
　　○　施設⼊所者数（R4年度末からの減少率）
　　　　　R6年度末実績5,196⼈（基準時から△1.7%）（R8年度末⽬標△5.0％）

　　→　R8年度末の⽬標に向け、地域移⾏者数は増加、施設⼊所者数は減少傾向で推移している。
　　　　 圏域によっては、⾼齢・重度障害のある⼊所者が多く地域⽣活への移⾏が困難な状況や、地域の
　　　　 受⼊体制、資源の不⾜等が指摘されている。
　　→　地域移⾏に向けた⽀援を⾏う地域⽣活⽀援拠点等の整備や機能の充実を促進するとともに、⾏政、
　　　　 事業所、病院間の連携強化を図りつつ、地域移⾏⽀援や⾃⽴⽣活援助等のサービスを普及していく。

（2）精神障害者を地域全体で⽀える体制の構築
　　○　⻑期⼊院患者数（R4年度からの減少率）
　　　　　65歳以上︓R6年度実績3,236⼈（基準時から△8.8％）（R8年度⽬標△12.7%）
　　　　　65歳未満︓R6年度実績1,907⼈（基準時から△10.1％）（R8年度⽬標△5.6%）

　　→　65歳以上については、R8年度の⽬標（3,099⼈(△12.7%)）に向け、減少傾向で推移している。
　　　　 65歳未満については、既にR8年度の⽬標（2,003⼈(△5.6％)）を達成する減少数となっている。
　　→　地域における保健・医療・福祉等の連携による⽀援体制の推進、地域の精神保健医療福祉の受け
　　　　 ⼊れ体制の整備、ピアサポートを活⽤した退院促進等の有効な地域移⾏⽀援の⼿法を検討、推進
　 　　　し、引き続き地域⽣活への移⾏を図っていく。

（3）地域⽣活⽀援の充実
　　○　地域⽣活⽀援拠点等の整備（※複数市町による共同設置も含む） 整備済
　　　　　R6年度実績　32市町整備済（R8年度⽬標41市町）
　　○　地域⽣活⽀援拠点等の機能の充実のための効果的な⽀援体制及び緊急時の連絡体制の構築
　　　　　R6年度実績　18市町構築済（R8年度⽬標41市町）

　　→　複数市町が引き続き整備に向けて準備を進めており、R6年度の整備状況は、昨年度より4市町増え 実施
　　　　 32市町域となった。機能の充実のため体制構築は、整備済市町のうち約6割である。
　　→　拠点整備や機能充実に向け、ヒアリングによる状況把握や、会議等を通じた好事例の紹介、課題の
　　　　 共有等により市町を⽀援するとともに、拠点の整備・運営に係る財政⽀援を引き続き国へ要望していく。 21市町⽀援の実績等を踏まえ運⽤状況を検証・検討

⽬標区分
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未整備市町

32市町域 ⾼砂市、稲美町、播磨町、三⽊市、加東市、豊岡市、朝来市、新温
泉町、丹波篠⼭市

18市町
コーディネーターの配置、地域⽣活⽀援拠点等の機能を担う障害福祉サービス事
業所等の担当者の配置、⽀援ネットワーク等による効果的な⽀援体制及び緊急
時の連絡体制の構築

資料７

【地域⽣活⽀援拠点等の整備状況】

【施設⼊所者の地域移⾏に関する⽬標】

【精神障害者の地域移⾏に関する⽬標】

【地域⽣活⽀援拠点等の機能の充実】
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（3）地域⽣活⽀援の充実（続き）
　　○　強度⾏動障害を有する者の⽀援ニーズの把握
　　　　　R6年度実績　10市町取組済（R8年度⽬標41市町） 実施
　　○　強度⾏動障害を有する者の⽀援を⾏うため地域において核となる指導施設（スーパーバイザー）の養成 10市町
　　　　　R6年度実績　5圏域養成済（R8年度⽬標8圏域） 7市町

　　→　第7期計画から新たに⽬標設定した項⽬で、第7期計画初年度として各市町でも⼀定取組が進んでいる。
　　→　県はスーパーバイザーの養成を通して、⾼い専⾨性を有する広域的⽀援⼈材等を配置し、⽀援体制の
　　　 　整備や市町⽀援に引き続き取り組んでいく。

（4）福祉施設から⼀般就労への移⾏等
　　○　福祉施設から⼀般就労への移⾏者数
　　　　　R6年度実績　1,119⼈（R8年度⽬標1,093⼈）
　　○　就労移⾏⽀援事業利⽤終了者に占める⼀般就労へ移⾏した者の割合が５割以上の事業所の割合
　　　　　R6年度実績　41.5%（R8年度⽬標50％）
　　○　就労定着⽀援事業の利⽤者数
　　　　　R6年度実績　645⼈/⽉（R8年度⽬標763⼈/⽉）
　　○　就労定着率が７割以上となる就労定着⽀援事業所の割合
　　　　　R6年度実績　40.4%（R8年度⽬標25％）
　　○　地域での就労⽀援ネットワーク強化等のための会議の開催
　　　　　R6年度実績　2回/年（R8年度⽬標2回/年）

　　→　福祉施設から⼀般就労への移⾏者数、就労定着率が７割以上となる就労定着⽀援事業所の割合、
　　　　 地域での就労⽀援ネットワーク強化等のための会議の開催は、既にR8年度の⽬標を達成しており、
　　　　 第7期計画期間中は引き続きこの⽔準を維持できるよう取り組んでいく。
　　　　 その他の⽬標は、計画期間初年度として⼀定の実績は出ており、⽬標達成に向け引き続き取り組む。
　　→　就労に向けた⽀援や就業・⽣活⽀援のノウハウを浸透させるため、従事者の能⼒向上や必要な知識の
　　　　 習得など、障害福祉サービス事業者の質的な向上を図るとともに、利⽤者に対する適正なサービス提供
　　　　 の推進に取り組み、福祉施設から⼀般就労への移⾏を進めていく。また、企業の障害者雇⽤に対する
　　　　 理解を深め雇⽤の場を拡⼤するとともに、職域の拡⼤や職場実習等を通じた事前のマッチング、余暇
　　　　 活動をはじめとする⽣活⽀援も含めた就職後の職場定着⽀援などを⾏う。

強度⾏動障害を有する者の⽀援を⾏うため地域において核となる指導施設
（スーパーバイザー）の養成 5圏域
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⽬標区分
強度⾏動障害を有する者の⽀援ニーズの把握
強度⾏動障害を有する者の⽀援体制の整備

【強度⾏動障害を有する障害者の⽀援体制の充実】

【福祉施設から⼀般就労への移⾏者数】

【就労定着⽀援事業の利⽤者数(⼈/⽉)】
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（5）障害児⽀援の提供体制の整備等 ※複数市町による共同設置・確保も可

　　○　児童発達⽀援センターの設置 整備済数／⽬標数
　　　　　R6年度実績　29市町整備済（R8年度⽬標41市町） 29市町／41市町
　　○　重症⼼⾝障害児を⽀援する放課後等デイサービス事業所の確保 17市町／41市町
　　　　　R6年度実績　8圏域確保済（R8年度⽬標8圏域） 7圏域／8圏域
　　○　医療的ケア児⽀援の協議の場の設置 8圏域／８圏域
　　　　　R6年度実績　37市町設置済（R8年度⽬標41市町） 4圏域／8圏域
　　○　医療的ケア児に対する関連分野の⽀援を調整するコーディネーターの配置 23市町／41市町
　　　　　R6年度実績　41市町設置済（R8年度⽬標41市町） 有

有
　　→　市町に対して、児童発達⽀援センター等を運営できる体制の確保を促すとともに、重症⼼⾝障害児向け 37市町／41市町
　　　　　通所⽀援・居宅訪問型事業所が未設置の市町に新規参⼊する事業所に対し、開設当初の運営⽀援 41市町／41市町
　　　　　を⾏う事業を引き続き実施する。また、地域の実情に応じて、複数市町による共同設置も促進していく。 無

（6）相談⽀援体制の充実・強化等
　　○　 基幹相談⽀援センターの設置
　　　　　R6年度実績　35市町設置済（R8年度⽬標41市町）
　　○　 基幹相談⽀援センターによる地域の相談⽀援体制の強化を図る体制の確保 ※複数市町による共同設置も可

　　　　　R6年度実績　34市町確保済（R8年度⽬標41市町） 整備済
　　○　 協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等
　　　　　R6年度実績　33市町実施済（R8年度⽬標41市町）

　　→　基幹相談⽀援センターの設置は、35市町での実施となっている。
　　　　 設置済み市町では、センターによる地域の相談⽀援事業所に対する専⾨的指導・助⾔や⼈材育成⽀援、主任相談⽀援専⾨員の配置など体制強化を図る取り組みが進められている。
　　→　基幹相談⽀援センターの設置に向け、未設置市町へ引き続き働きかけるとともに、センター間の連携強化に向け、好事例紹介や意⾒交換の場の設置等、市町への後⽅⽀援を⾏っていく。

（7）障害福祉サービス等の質の向上
　　○　 障害福祉サービス等の質の向上を図るための体制の構築
　　→　県においては、障害福祉サービス等に係る市町職員向けの研修や、相談⽀援専⾨員及びサービス管理責任者・児童発達⽀援管理責任者等への研修を計画的に実施し⼈材養成を推進する
　　　　 とともに、指導監査結果の市町との共有等を⾏い、市町と連携しながら障害福祉サービス等の質の向上を図っていく。
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重症⼼⾝障害児を⽀援する児童発達⽀援事業所の確保

医療的ケア児者を⽀援する通所･居宅事業所の確保
重症⼼⾝障害児を⽀援する居宅訪問型児童発達⽀援事業所の確保

区分
児童発達⽀援センターの設置
障害児の地域社会への参加・包摂(インクルージョン)推進体制の構築

医療的ケア児⽀援センターの設置（県）
医療的ケア児等の⽀援を総合調整するコーディネーターの配置（県）
医療的ケア児等⽀援の協議の場の設置
医療的ケア児に対する関連分野の⽀援を調整するコーディネーターの配置

重症⼼⾝障害児を⽀援する放課後等デイサービス事業所の確保

障害児⼊所施設からの移⾏調整に係る協議の場の設置（県）
難聴児⽀援のための中核的機能を果たす体制の確保及び新⽣児聴覚
検査から療育に繋げる連携体制の構築に向けた取組（県） 実施

35市町域 伊丹市、猪名川町、⼩野市、多可町、上郡町、佐⽤町

未設置市町

【障害児⽀援の提供体制の整備状況】

【基幹相談⽀援センターの設置状況】
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２．活動指標（障害福祉サービス等・障害児通所⽀援等）

(1) 総括
　⼀部のサービスを除き、全県合計では概ね進捗率80％を超えているサービスが多い。
　ただし、全県としては進捗率が80％を超えている場合でも、圏域ごとに⾒ると進捗率に開きがあり、地域差
が表れているサービスもある（医療型短期⼊所、就労定着⽀援、地域移⾏⽀援、保育所等訪問⽀援等）。

(2) 項⽬別評価（進捗率80％未満のサービス）
　①　⾃⽴⽣活援助
　　○　令和６年度利⽤者数︓52⼈（進捗率69.6%）
　　　→　昨年度より利⽤者数は増えたものの、事業所数が少なく地域偏在もあるため、進捗率は低い。
　　【今後の取組】
　　　→　市町や協議会等を通じた現状の把握を⾏うとともに、関係機関と連携した制度周知等により
　　　　積極的な活⽤を促していく。

　②　地域定着⽀援
　　○　令和６年度利⽤者数︓144⼈（進捗率69.4%）
　　　→　施設等から退所・退院する者が⾒込より少なかったという地域があるほか、事業所の量的確保の
　　　　課題等が背景にあると考えられる。
　　【今後の取組】
　　　→　市町や協議会等を通じて現状を把握するとともに、制度や必要性に関する周知等を⾏い、利⽤
　　　　希望者の増加や事業者の新規参⼊を促していく。

　③　居宅訪問型児童発達⽀援
　　○　令和６年度利⽤者数︓21⼈（進捗率65.6%）
　　　→　平成30年度から開始したサービスだが、事業所数が少なく、利⽤者数が低迷。　利⽤希望者も
　　　 　も少なく、制度の周知不⾜も課題と考えられる。
　　【今後の取組】
　　　→　引き続き、未設置の市町に新規参⼊する事業所に対し、開設当初の運営⽀援を⾏う事業を
　　　　　実施するなど、必要なサービス量を市町と共同して整備する。
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単位︓実利⽤者数（⼈/⽉）

居宅介護 10,284 10,683 11,037 11,163 98.9%

重度訪問介護 808 812 854 845 101.1%

同⾏援護 1,399 1,452 1,466 1,515 96.7%

⾏動援護 296 384 445 370 120.4%

短期⼊所 3,072 3,613 3,809 3,570 106.7%

⽣活介護 12,610 12,670 12,727 13,021 97.7%

⾃⽴訓練（機能訓練） 143 148 136 166 81.9%

⾃⽴訓練（⽣活訓練） 425 477 473 508 93.1%

就労移⾏⽀援 1,357 1,410 1,459 1,497 97.5%

就労継続⽀援A型 3,610 4,026 4,144 4,109 100.9%

就労継続⽀援B型 15,090 16,160 17,794 17,118 103.9%

就労定着⽀援 523 583 645 644 100.1%

療養介護 939 963 984 992 99.2%

⾃⽴⽣活援助 52 47 52 75 69.6%

共同⽣活援助 4,783 5,438 6,689 5,746 116.4%

施設⼊所⽀援 5,296 5,907 5,206 5,197 100.2%

計画相談⽀援 7,905 8,857 9,497 8,820 107.7%

地域移⾏⽀援 52 72 76 85 89.8%

地域定着⽀援 176 147 144 207 69.4%

児童発達⽀援 6,966 7,776 8,387 8,200 102.3%

放課後等デイサービス 15,141 16,731 18,195 18,325 99.3%

保育所等訪問⽀援 825 1,088 1,294 1,135 114.0%

居宅訪問型児童発達⽀援 21 20 21 32 65.6%

障害児相談⽀援 3,176 3,760 3,794 3,750 101.2%

進捗率サービス種別 4年度
実績

6年度
実績

6年度
⾒込

5年度
実績
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